
村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場総合対策検討委員会設置要綱

（設置）

第１ 村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場（以下「処分場」という ）の廃止に向けた。

対策を総合的に検討するため 「村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場総合対策検討委、

員会 （以下「検討委員会」という ）を置く。」 。

（所掌事務）

第２ 検討委員会は、次に掲げる事務を所掌するものとする。

(1) 処分場の維持管理に関すること。

(2) 埋立産業廃棄物の取扱いに関すること。

(3) 処分場から受ける健康及び環境の影響に関すること。

(4) その他必要な事項の調査、協議に関すること。

（組織）

第３ 検討委員会は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に掲げる人数以内で知

事が任命する委員をもって組織する。

(1) 村田町長が推薦する住民 ７人

(2) 学識経験者 １０人

(3) 村田町長が指名する町職員 １人

(4) 県職員 ２人

２ 検討委員会に委員長及び副委員長を置く。

３ 委員長は委員の互選により定める。

４ 副委員長は委員長が指名する。

５ 委員長は、検討委員会の事務を総括し、検討委員会を代表する。

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務

を代理する。

（任期）

第４ 委員の任期は、任命の日から翌年３月３１日までとする。

２ 委員に欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会議）

第５ 検討委員会の会議は委員長が招集し、その議長となる。

２ 委員長は、必要に応じて検討委員会の会議に委員以外の者の出席を求めることができ

る。

３ 委員長は、検討委員会の会議の結果を知事に報告するものとする。



（専門部会）

第６ 検討委員会に、専門的事項を検討するため専門部会（以下「部会」という ）を置く。

ことができる。

２ 部会長及び部会員は、委員の中から委員長が指名する。

３ 部会長は、部会の事務を総括し、部会を代表する。

４ 部会長は、必要に応じて専門部会の会議に部会員以外の者の出席を求めることができ

る。

５ 部会において検討した結果等は、検討委員会に報告するものとする。

（庶務）

第７ 検討委員会及び部会の庶務は、環境生活部廃棄物対策課において処理する。

（その他）

第８ この要綱に定めるもののほか、検討委員会及び部会の運営に関して必要な事項は、

委員長が別に定める。

附 則

１ この要綱は、平成１６年３月２日から施行する。

２ この要綱は、平成１７年３月３１日に限り、その効力を失う。


